




資料１ 

 

 

 第２９次地方制度調査会の審議項目 

 

 

＜諮問事項＞ 
 

 

 

 

 

市町村合併を含めた基礎自治体のあり方、監査機能の充実・強化等の最

近の社会経済情勢の変化に対応した地方行財政制度のあり方について、

地方自治の一層の推進を図る観点から、調査審議を求める。 

 

＜項目＞ 

 

Ⅰ 市町村合併を含めた基礎自治体のあり方  

 

１ 基礎自治体のあり方  
 

○ 合併した市町村及び合併していない市町村の評価・検証・分析 

 
○ 基礎自治体の果たすべき役割 

 

○ 今後の基礎自治体の組織・体制・公務員のあり方 

 
○ 小規模市町村に対する方策 

 

 

２ 基礎自治体における住民自治の充実  
 

○ 地域自治区等のあり方 

 

○ 地域コミュニティのあり方 

 

 

３ 大都市制度のあり方  
 

○ 大都市と都道府県との関係等 

 

○ 指定都市、中核市、特例市等の考え方の整理 
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Ⅱ チェック機能の充実  

 

１ 監査機能の充実・強化  

 
○ 監査委員の独立性の強化（組織、選任方法、ＯＢの就任制限、議選委員のあり方

等） 

 

○ 監査能力の向上(監査委員の人材確保等) 

 

○ 外部監査のあり方 

 

 

２ 議会制度のあり方  

 
○ 議会の団体意思決定機能や監視機能の向上策 

 

○ 議会制度の自由度の拡大 

 

○ 議員定数 

 

○ 幅広い層が議員活動できるための制度の環境整備 

 

 

Ⅲ 地方税財政制度のあり方等  

 
○ 地方税財政制度のあり方 

 

○ 首長の多選制限 
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参考資料２ ～憲法上の地方公共団体 
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昭和３８年３月２７日最高裁判決（抜粋） 

 

 

「憲法上の地方公共団体といい得るためには、単に法律で地方公共団体として取り

扱われているということだけでは足らず、事実上住民が経済的文化的に密接な共同

生活を営み、共同体意識をもっているという社会的基盤が存在し、沿革的にみても、

また現実の行政の上においても、相当程度の自主立法権、自主行政権、自主財政権

等地方自治の基本的権能を附与された地域団体であることを必要とするものという

べきである。そして、かかる実体を備えた団体である以上、その実体を無視して、

憲法で保障した地方自治の権能を法律を以て奪うことは、許されないものと解する

を相当とする。」 

 

 

 

（参考） 

  ・  昭和２７年から４９年までの間，特別区の区長は議会が都知事の同意を得て選

任することとされていたが，特別区という地方公共団体の長に公選制がとられて

いないのは憲法９３条に違反するとして裁判で争われた事件。 

  ・  判決では，「特別区は憲法９３条の地方公共団体と認めることはできない」と

された。 

 

 

 

  日本国憲法（抜粋） 

    第八章 地方自治 

第九十二条 地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、法律でこれ

を定める。 

第九十三条 地方公共団体には、法律の定めるところにより、その議事機関として議会を設置する。 

② 地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員は、その地方公共団体の住

民が、直接これを選挙する。 

第九十四条 地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権能を有し、

法律の範囲内で条例を制定することができる。 

第九十五条 一の地方公共団体のみに適用される特別法は、法律の定めるところにより、その地方

公共団体の住民の投票においてその過半数の同意を得なければ、国会は、これを制定することが

できない。 




